
表 １ 支援事業の区分 
1.事業の区分 

（対象事業） 

2.補助 

対象者 

3.事業概要 4.対象経費に対する補助率、上限 

第１号事業 
再生可能エネ

ルギー発電・

熱利用設備導

入 促 進 事 業

（＊１） 

地方公共

団体、 
非営利法

人等 

・以下の再生可能エネルギー設

備の導入を行う事業。 
①発電設備 
②熱利用設備 
③発電・熱利用設備 
・地域における再生可能エネル

ギー普及・拡大の妨げとなって

いる課題への対応の仕組みを

備え、かつ CO2 排出削減に係

る費用対効果の高い取組に対

し、再生可能エネルギー設備を

導入する。 
 

① 太陽光発電設備 
：1/3 
ただし、以下が上限額 
ア．政令指定都市以外の市町村及び

特別区（これらの市町村により設

立された地方公共団体の組合を含

む。） 
：9万円/kW Ⓐ、Ⓓ（＊６） 
イ．ア以外の地方公共団体 
：8万円/kW Ⓔ 
ウ．地方公共団体以外の者 
：9万円/kW Ⓗ 
 
② 太陽光発電設備以外の設備 
ア．政令指定都市以外の市町村（こ

れらの市町村により設立された地

方公共団体の組合を含む。特別区

を除く。） 
：2/3 Ⓑ、Ⓒ 
イ．ア以外の者 
 Ⅰ．陸上風力発電・地熱発電 

（ﾊﾞｲﾅﾘｰ方式以外）設備 
：1/3 Ⓕ、Ⓘ 
 Ⅱ．Ⅰ以外の設備 
：1/2 Ⓖ、Ⓙ 

 
上記再生可能エネルギー発電設備

とともに蓄電システムを導入する

場合 

ア．家庭用（＊４） 

(ア)．設備費 

４万円／kWh（初期実効容量） 

ただし、設備費の３分の１以内を

上限とする。 

(イ)．工事費・据え付け費 

 ５万円または２分の１以内のい

ずれか少ない方の額を選定する。

イ．業務用産業用（＊４） 

(ア)．設備費 

 ８万円／kW（定格出力） 

 ただし、設備費の３分の１以内を

上限とする。 

(イ)．工事費・据え付け費 

 ２分の１以内 
 

第２号事業 
事業化計画策

定事業 

地方公共

団体、 
非営利法

人等 

・第１号、第４号、第５号事

業の設備等の導入に係る事業

化計画策定事業。 

・再生可能エネルギーを利用

し、環境に配慮しつつ低炭素

社会の構築に資する事業の基

本計画調査、発電電力量算定

、熱需要調査、事業性・資金

：1/1(上限額1000万円)（＊２） 

 Ⓣ 



調達の検討等を通じた具体的

な事業化計画の策定を行う(第
３欄の第１号及び第４号事業

における設備導入の場合、上

記①、②、③の設備が対象と

なる)。 

 
第３号事業 
温泉熱多段階

利用推進調査

事業 

地方公共

団体、 
非営利法

人等 

・自動観測装置等の設置によ

る温泉熱多段階利用推進に係

るモニタリング調査事業。 
・既存温泉の湧出状況、熱量

、成分等を継続的にモニタリ

ング調査するための設備を整

備し、既存の温泉熱を利用し

た多段階利用の可能性を調査

する。 
 

：1/1（上限額2000万円）（＊２） 
 Ⓤ 

第４号事業 
離島の再生可

能エネルギー

設備導入促進

事業 

地方公共

団体、 
非営利法

人等 
営利法人 

・本土と送電線で系統連系され

ていないオフグリッド型の離

島において、以下の再生可能エ

ネルギー設備の導入を行う事

業。 
① 発電設備 
② 利用設備 
② 発電・熱利用設備 
 

：2/3 Ⓚ 

第５号事業 
熱利用設備を

活用した余熱

有効利用化事

業 

地方公共

団体、 
非営利法

人等 

・バイオマス等の既存再生可

能エネルギー熱利用設備等の

余剰熱を有効利用し、地域へ

の面的な熱供給を行う場合に

おいて、熱供給範囲の拡大に

必要な導管等の設備の導入を

行う事業。 
 

① 政令指定都市以外の市町村（こ

れらの市町村により設立された

地方公共団体の組合を含む。特

別区を除く。） 
：2/3 Ⓛ 
② ①以外の者   
：1/2 Ⓜ 

第６号事業 
再生可能エネ

ルギー事業者

支援事業費 

営利法人

及び青色

申告を行

っている

個人事業

主 

・事業活動における再生可能エ

ネルギー設備導入の妨げとな

っている課題への対応の仕組

みを備え、かつ CO2 排出削減

に係る費用対効果の高い取組

に対し、以下の再生可能エネル

ギー設備の導入を支援する事

業。 
① 発電設備 
③ 発電・熱利用設備（＊５）

 

① 太陽光発電設備 
：1/3 
ただし、以下が上限額 
ア．中小企業者及び個人事業主 
：9万円/kW Ⓝ 
イ．ア以外の民間企業 
：8万円/kW Ⓞ 

② 陸上風力発電・地熱発電 
（ﾊﾞｲﾅﾘｰ方式以外）設備 

：1/3 Ⓠ 
③ ①及び②以外の設備 
：1/2 Ⓢ 
④ ②及び③のうち、要件（＊３）

をいずれも満たしていると認め

られる場合 
：2/3 Ⓟ、Ⓡ 

 



上記再生可能エネルギー発電設備

とともに蓄電システムを導入する

場合 

ア．家庭用（＊４） 

(ア)．設備費 

４万円／kWh（初期実効容量） 

ただし、設備費の３分の１以内を

上限とする。 

(イ)．工事費・据え付け費 

 ５万円または２分の１以内のい

ずれか少ない方の額を選定する。 

イ．業務用産業用（＊４） 

(ア)．設備費 

 ８万円／kW（定格出力） 

 ただし、設備費の３分の１以内を

上限とする。 

(イ)．工事費・据え付け費 

 ２分の１以内 

 
＊１：第１号事業は以下の３つの再生可能エネルギー設備導入事業で構成されています。 

１）再生可能エネルギー発電設備導入事業 
２）再生可能エネルギー熱利用設備導入事業 
３）再生可能エネルギー発電・熱利用設備導入事業 
第１号事業の対象の例示については、公募要領「別紙添付資料 ２ 補助事業実施に関 
する要件その他の必要な事項について」の該当欄を参照してください。 

   対象設備は普及段階にあり、かつ確実に CO2 排出削減が見込めるものが対象となりま

す。研究開発要素の強い設備は対象となりません。 
＊２：算出された額が当該額を超える場合は当該額。 
＊３：以下の４つの要件をいずれも満たす必要があります。 

１）当該事業が地方公共団体の定める地球温暖化対策の推進に関する法律（平成 10 年 
     法律第 117 号）に基づく地方公共団体実行計画又は再生可能エネルギー計画に位 

置付けられていること。 

２）当該事業が地域の再生可能エネルギーの普及促進、地域経済の活性化等につながる 

  ことが見込めること。 

３）地方公共団体と連携し普及啓発がなされること。 

    ４）先進事例として他地域への普及可能性が特に優れた事業であること。 

  ＊４：蓄電システムの区分（家庭用・業務用産業用）については、以下のとおりとします。 

    家庭用：蓄電容量／定格出力が 2.0 以上のもの。 

業務用産業用：蓄電容量／定格出力が 2.0 未満のもの。 

＊５：熱利用設備の導入は補助対象外ですが、発電・熱利用設備（熱電併給設備）のうち、

発電設備に係る部分については補助対象となり得ます（熱電併給設備の共通利用設備

等の取扱いについては、交付規程の第６号事業実施計画書の当該欄を参照ください。）。

なお、熱利用設備に対する営利法人等への補助は、別途経済産業省が行います。 
＊６：事業区分（対象事業）、補助対象者及び導入設備と対象経費に対する補助率、上限の関

係を理解するための補助資料として、「表 ２ 支援事業メニューのまとめ表」を参照

ください。「表 １」の補助率、上限欄の各補助率、上限値のそばにⒶからⓊまでのア

ルファベット文字を添えてありますが、これは「表 ２」の補助率、上限欄のⒶからⓊ

に対応していますので、申請を検討している事業案件がこのまとめ表の中のどのケー

スに該当し得るのかを確認してください。 
 


